
平成19年度

当初予算額 構成比 当初予算額 増　減　額 増減率

36,884,000 60.7 37,948,000 △ 1,064,000 △ 2.8 
(36,035,100) (△ 1,912,900) (△ 5.0)

国民健康保険事業 12,049,627 19.8 12,133,111 △ 83,484 △ 0.7 

老 人 保 健 1,108,248 1.8 11,226,583 △ 10,118,335 △ 90.1 

後 期 高 齢 者 医 療 1,000,918 1.7 0 1,000,918 皆増 

介 護 保 険 事 業 7,435,377 12.2 7,306,250 129,127 1.8 

2,162,523 3.6 2,235,835 △ 73,312 △ 3.3 
(1,379,123) (△ 856,712) (△ 38.3)

下 水 道 41,008 0.1 47,251 △ 6,243 △ 13.2 

輝北簡易水道事業 68,144 0.1 70,500 △ 2,356 △ 3.3 

立小野簡易水道事業 1,878 0.0 2,028 △ 150 △ 7.4 

23,867,723 39.3 33,021,558 △ 9,153,835 △ 27.7 
(23,084,323) (△ 9,937,235) (△ 30.1)

60,751,723 100.0 70,969,558 △ 10,217,835 △ 14.4 
(59,119,423) (△ 11,850,135) (△ 16.7)

※(　）書きは、繰上償還に係る借換債を差し引いた額

（単位：千円,％）
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Ⅰ  平成２０年度鹿屋市当初予算総括表

平成20年度 対前年度比較
区　　　　　分

水 道 事 業公 営 企 業 会 計

収 益 的 収 入

収 益 的 支 出

資 本 的 収 入

資 本 的 支 出

1,667,863

1,397,232

476,285

1,421,401

－1－
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Ⅱ  平成 20年度一般会計当初予算の概要 
 

１ 予算編成方針…「健全財政の堅持と、市民生活の安心・安全を確保した予算」 

 地方自治体を取り巻く環境は、これまでにない厳しい時代を迎えており、低迷する地域

経済をはじめ、少子高齢化による地域活力の低下や都市と地方の格差の広がりなど、厳し

い状況が続いている。 

このような中、平成 20 年度当初予算は、依然として厳しい財政状況を踏まえ、後年度

に財政負担を伴う事務事業の徹底した精査を行うとともに、時代の要請に的確に対応した

市民サービスの維持・確保を図るため、 

（1）市債発行額（繰上償還を除く）を平成５年度の水準の20億円以下としたこと 

（2）市債残高についても、過去最大の縮減額（23億円）とし、２年連続改善したこと 

（3）年間の基金の目減りを、特殊要因（特会追加繰出金）を除くと、実質ゼロの水準 

に抑えたこと 

など「健全財政の堅持と、市民生活の安心・安全を確保した予算」として編成した。 

 

また、平成20年度は、「鹿屋市総合計画」の初年度であり、当該計画に基づき、地域固

有の資源・特性を生かした産業振興や、交流促進による地域経済の活性化を図るとともに、

更なる行財政改革等を重点的・戦略的に推進し、時代に合致した自立した自治体を形成し

ていくこととし、 

（1）地域で支えあう健やかで心のかようまちづくり 

（2）創造性と豊かな心をはぐくむまちづくり 

（3）安全・安心な暮らしのあるまちづくり 

（4）豊かな自然環境を次代に引きつぐまちづくり 

（5）快適な生活を支えるまちづくり 

（6）活力ある産業が展開するまちづくり 

（7）共生・協働で進めるまちづくり 

を政策の柱に、事業の厳選と重点化により限られた財源で最大の効果をあげる事業展開を

図ることとした。 

 

２ 予算規模 

    総額（歳入・歳出） ３６８億８，４００万円 

※前年度と比較すると 

平成１９年度当初予算額 ３７９億４，８００万円 

（１０億６，４００万円・２．８％の減） 

 



３　歳入歳出予算対前年度比較表

（１）　歳入 （単位　千円）

平成２０年度 平成１９年度 増  減  額 増  減  率 予算書

(a) (b) (a)－(b) (c) (c)／(b) ％ ページ

１  市税 9,706,101 10,196,001 △ 489,900 △ 4.8 19

２  地方譲与税 590,000 612,000 △ 22,000 △ 3.6 21

３  利子割交付金 45,000 35,000 10,000 28.6 21

４  配当割交付金 12,000 11,000 1,000 9.1 22

５  株式等譲渡所得割交付金 9,000 9,000 0 0.0 22

６  地方消費税交付金 920,000 950,000 △ 30,000 △ 3.2 22

７  ゴルフ場利用税交付金 8,000 6,500 1,500 23.1 23

８  自動車取得税交付金 175,000 178,000 △ 3,000 △ 1.7 23

９
 国有提供施設等所在市町村
 助成交付金

260,000 260,000 0 0.0 23

１０  地方特例交付金 95,000 95,000 0 0.0 24

１１  地方交付税 11,800,000 11,400,000 400,000 3.5 24

１２  交通安全対策特別交付金 27,000 27,000 0 0.0 25

１３  分担金及び負担金 594,398 592,953 1,445 0.2 25

１４  使用料及び手数料 842,091 990,677 △ 148,586 △ 15.0 26

１５  国庫支出金 3,794,120 3,888,579 △ 94,459 △ 2.4 31

１６  県支出金 2,498,592 2,446,775 51,817 2.1 36

１７  財産収入 106,278 105,825 453 0.4 45

１８  寄附金 1 1 0 0.0 47

１９  繰入金 1,729,702 2,391,281 △ 661,579 △ 27.7 47

２０  繰越金 600,000 600,000 0 0.0 48

２１  諸収入 349,517 517,308 △ 167,791 △ 32.4 48

２２  市債 2,722,200 2,635,100 87,100 3.3 55

36,884,000 37,948,000 △ 1,064,000 △ 2.8 

内 自　　　主　　　財　　　源 13,928,088 15,394,046 △ 1,465,958 △ 9.5 

訳 依　　　存　　　財　　　源 22,955,912 22,553,954 401,958 1.8 

（２）　歳出 （単位　千円）

平成２０年度 平成１９年度 増  減  額 増  減  率 予算書

(a) (b) (a)－(b) (c) (c)／(b) ％ ページ

１  議会費 315,958 332,437 △ 16,479 △ 5.0 59

２  総務費 4,218,355 4,398,250 △ 179,895 △ 4.1 60

３  民生費 12,685,797 12,070,040 615,757 5.1 78

４  衛生費 2,441,834 2,545,312 △ 103,478 △ 4.1 94

５  労働費 66,548 105,714 △ 39,166 △ 37.0 101

６  農林水産業費 2,121,407 2,626,781 △ 505,374 △ 19.2 102

７  商工費 348,097 372,642 △ 24,545 △ 6.6 116

８  土木費 2,999,555 3,638,393 △ 638,838 △ 17.6 119

９  消防費 1,168,888 1,161,434 7,454 0.6 132

１０  教育費 4,107,144 5,219,725 △ 1,112,581 △ 21.3 135

１１  災害復旧費 180,289 175,345 4,944 2.8 156

１２  公債費 6,029,290 5,090,555 938,735 18.4 158

１３  諸支出金 150,838 161,372 △ 10,534 △ 6.5 158

１４  予備費 50,000 50,000 0 0.0 159

36,884,000 37,948,000 △ 1,064,000 △ 2.8 

款

歳 出 合 計

款

歳 入 合 計

－3－



４ 平成20年度一般会計当初予算の主な事務事業

（1）地域で支えあう健やかで心のかようまちづくり…（ 主な事業費　255,707千円 ）

（単位　千円）

予算額 事　　業　　内　　容 課名･電話

1
次世代育成支援
対策交付金事業

91,235

○次世代育成支援対策行動計画に定めている延長保育や保育所地域
活動等の事業の実施を支援することにより、次世代育成支援対策の
推進を図る。
（開始年度）平成17年度～
（内　　容）1 子育て支援短期利用事業（2ヶ所）
　　　　　　2 延長保育事業（20園）
　　　　　　3 ファミリー・サポート・センター事業（1ヶ所）
　　　　　　4 保育所地域活動事業（28園）

子育て支
援課
（3120)

2
◎保育対策等促
進事業

23,743

○安心して子育てができるような環境整備を総合的に推進するた
め、一時保育、休日保育等を実施することにより、児童の福祉の向
上を図る。
  （開始年度）　平成２年度～
　（内　　容）　①一時保育促進事業（7園）
　　　　　　　　②病児・病後児保育事業（1ヶ所）
　　　　　　　　③休日保育事業（1園）
　　　　　　　　④保育所分園推進事業（4園）
　（負担割合）　県2／3（国1／3）市1／3

　※保育所分園の増（3園→4園）
　　設置予定：こばと保育園（分園）
　　定　　員：２９名

子育て支
援課
（3120）

3
◎障害者自立支
援法利用者負担
軽減事業

1,450

○障害者自立支援法の施行に伴う費用負担の改正（上限付き原則１
割負担）において、保護者の負担増に伴う児童のサービス利用が抑
制されないよう軽減措置を実施し、障害児に対する適切な療育等の
確保を図る。

（対象）児童デイサービス

高齢障害
福祉課
（3180）

4
◎障害者自立支
援総合対策事業

5,582

○障害者自立支援法の施行に伴う、障害者の生活の急激な環境変化
への対応。

（１）オストメイト対応トイレ整備
　　・輝北支所前駐車場（外６ヶ所予定）
（２）視覚障害者等情報支援情報・意思疎通支援用具
　　①活字文書読上げ装置　②拡大読書器等の整備

高齢障害
福祉課
（3180）

5

◎難病患者等及
び小児慢性特定
疾患児居宅生活
支援事業

295

○地域における在宅難病患者等の日常生活の支援を行うことによ
り、難病患者等の自立と社会参加を促進する。

　①難病患者等居宅生活支援事業（県3/4 市1/4）
　・ホームヘルプサービス事業
　・短期入所事業
　・日常生活用具給付事業
　②小児慢性特定疾患児日常生活用具給付事業（県1/2 市1/2）
　・日常生活用具給付事業

高齢障害
福祉課
（3180）

事　業　名

※「◎」は新規事業 －4－



（単位　千円）

予算額 事　　業　　内　　容 課名･電話事　業　名

6
あんしん地域
ネットワーク推
進事業

16,117

○地域の住民・団体等による人的ネットワークである「あんしん地
域ネットワーク」の形成に要する経費
　・あんしん地域ネットワークセンターの設置
　・あんしん地域ネットワーク推進協議会の設置

（開始年度）　平成１２年度～
（内    容）
　○あんしん地域ネットワークセンターの設置（7カ所）
　○地区あんしん地域ネットワーク推進協議会の設置（7地区）
　※新規･･･鹿屋第一中学校区（H20設置予定）

高齢障害
福祉課
（3180）

7
◎ねんりんピッ
クかごしま大会
経費

8,099

○「第21回全国健康福祉祭かごしま大会(ねんりんピック鹿児島
2008)」の開催に要する経費

（期日）平成20年10月25日(土)～28日(火)
（主催）厚生労働省、鹿児島県、(財)長寿社会開発センター
（内容）25種目の競技を県内10市3町で開催
　　　　鹿屋市：グラウンドゴルフ交流大会の開催地
（会場）かのやグラウンドゴルフ場
（参加数）全国都道府県、政令指定都市の代表約420名

高齢障害
福祉課
（3180）

8
◎妊産婦乳幼児
健康診査事業

61,414

○妊婦健康診査の公費負担による実施回数の増
　（公費負担　H19：２回→H20：５回）

　※平成20年4月1日時点で妊娠中の方も対象

健康増進
課
（3060）

9 ◎予防接種事業 28,289

○国の麻しん排除計画を受けて、平成20年度～平成24年度の５ヶ年
間、中学１年生と高校３年生を新たな対象者として、麻しんの予防
接種を実施する。

（対象予定）中学校1年生：1,156名
　　　　　　高校3年生　：1,214名

健康増進
課
（3060）

10
◎温泉保養助成
事業

19,483

○これまで国民健康保険の65歳以上の被保険者のみを対象としてい
た温泉保養券の助成を、平成20年度から65歳以上の全市民を対象と
して実施する。

（対象者）65歳以上の市民
　　　　　1人あたり年間30枚交付（1回100円）

　※H19まで
（対象者）65歳以上の国保被保険者
　　　　　1人あたり年間30枚交付（1回200円）

国保介護
課
（3197）

※「◎」は新規事業 －5－



（2）創造性と豊かな心をはぐくむまちづくり…（ 主な事業費　105,146千円 ）

（単位　千円）

予算額 事　　業　　内　　容 課名･電話

1

◎鹿屋体育大学
第５０年次記念
イチパー世界大
会事業

1,200

○第５０年次記念イチパー世界大会（国際保健体育、レクリエー
　ション、スポーツ、ダンス学会）が、鹿屋体育大学で開催され
  ることから、地域活性化の観点より当該事業に対し助成を行う
  もの。
（概 要）
・開催日　平成20年5月9日から5月13日
・場　所　鹿屋体育大学
・参加者　約450人（アフリカ、アジア、欧州、ラテンアメリカ、
　　　　　　　　　 中近東、北米・カリビア海、オセアニアの
　　　　　　　　　 世界7地域から参加）

企画調整
課
（3341）

2
◎中国残留邦人
支援事業

1,949

○中国残留邦人等の置かれている特別な事情に鑑み、老後の生活の
安定、地域でのいきいきとした暮らしを実現するための支援を行
う。
　①支援・相談員の配置
　②生活支援給付

福祉政策
課
（3131）

3
韓国北一初等学
校等の交流

2,414

○両国の児童が、お互いの国を訪問し、それぞれの家庭でホームス
テイしながら交流することにより、他国の自然に触れ歴史を学ぶ機
会を持つことで愛郷心と国際性を育てる。

・事業開始年度
　平成５年度～（H18から隔年おきに開催）
　平成20年度で16回目

・串良町内３小学校の児童20人（予定）が、４泊５日の日程で全州
市北一初等学校と交流を図る。
　７月…全州市から児童20人（予定）が来市予定
　８月…全州市を訪韓予定

串良総合
支所市民
生活課
（4200）

4
◎小・中・高等
学校施設耐震化
促進事業

57,068

○学校施設は、児童生徒が１日の大半を過ごす学習・生活の場であ
り、地震発生時において、児童生徒の安全確保や地域住民の緊急避
難場所としての役割を果たすことから、校舎等施設の耐震性能の向
上を図り、児童生徒の安心安全な教育環境の整備を図るもので、昭
和５６年以前の耐震性の無い建物を、緊急性の高い建物から、下記
の手順で実施する。

【小学校】
・１年目：耐震診断、耐震設計（鶴羽小）
・２年目：実施設計、耐震補強計画
・３年目：耐震改修工事(耐震補強工事と経年劣化した箇所の軽微
　　　　　な改造工事を行う。)
・20年度の耐震診断（11校12棟）
　　笠野原小2棟、寿小1棟、西原小1棟、西原台小1棟、野里小1棟、
　　東原小1棟、祓川小1棟、大黒小1棟、神野小1棟、上小原小1棟、
　　田崎小1棟
【中学校】
・１年目：耐震診断、耐震補強工事設計
・２年目：実施設計、耐震補強計画
・３年目：耐震改修工事(耐震補強工事と経年劣化した箇所の軽微
　　　　　な改造工事を行う。)
・20年度計画
　　耐震診断：鹿屋中３棟　　　補強工事：花岡中学校
【高等学校】
・全体計画：平成20年度～平成23年度
・２０年度：体育館耐震診断
・２１年度：体育館実施設計、１～２号棟校舎耐震診断
・２２年度：体育館耐震補強工事、１～２号棟校舎実施設計
・２３年度：１～２号棟校舎耐震補強工事

教育総務
課
（3621）

事　業　名

※「◎」は新規事業 －6－



（単位　千円）

予算額 事　　業　　内　　容 課名･電話事　業　名

5
◎「心の架け橋
プロジェクト」
事業

9,983

○いじめや不登校等の問題行動の対応にあたって、学校の教育相談
体制の充実を図るとともに、不登校等何らかの理由で学校に行けな
い児童生徒に対して、保護者や学校、関係機関等と連携して学校復
帰に向けた支援や指導の充実を図る。

・架け橋１：県委託事業の「スクールカウンセラー配置事業」
・架け橋２：市単独事業の「不登校児童生徒支援事業」「心の教室
　　　　　　相談員配置事業」を統合し、「適応指導教室」の実施
　　　　　　や相談員派遣を行う。相談員やスクールカウンセラー
　　　　　　等を有効に派遣・活用することにより効率化を図る。

学校教育
課
（3630）

6
◎小・中学校学
校力向上プログ
ラム推進事業

3,280

○国際化・情報化等社会の進展の中で、児童・生徒の確かな学力を
中核とした「生きる力」を身につけさせるために、鹿屋市小・中学
校経営研究会に対して実施する補助事業である。

・小学校経営研究会事業補助：２，１０８千円
・中学校経営研究会事業補助：　　９５２千円
・山村留学等促進事業補助金：　　２２０千円

学校教育
課
（3630）

7
◎特別支援教育
推進事業

27,722

○市内の小・中学校に在籍する、特別な支援を必要とする児童生徒
への支援の充実を図るため、特別支援教育支援員を配置するもの。

・特別支援教育支援員：１５名
・配置予定校：１５校

保健体育
課
（3660）

8
◎国際武道シン
ポジウム支援事
業

700

○鹿屋体育大学の「国際武道シンポジウム」開催に向けた実行委員
会に参画し、伝統文化である武道の精神の重要性を再認識するとと
もに、海外の武道における礼法指導と日本の礼法教育とを比較し、
スポーツ振興と競技力の向上を図る。

・開催予定日：平成２０年１２月７日（日）
・総体事業費：１１，８２０千円(うち鹿屋市負担金：７００千円)
・基調講演　：山下泰裕氏「柔道ルネッサンス運動と礼法」

市民ス
ポーツ課
（3640）

9
◎県指定文化財
保護事業

830

○鹿屋市西祓川町で出土の県指定文化財「短甲・衝角付冑」の保存
処理を行い、市民の共通財産である貴重な文化財を次代に保存伝承
する。昭和３０年代に石膏等で修復を行っているが、現在石膏が剥
げ傷んでいるため、修復を３ヵ年かけて実施するもの。

・事業期間：平成２０年度～平成２２年度

文化課
（3603）

※「◎」は新規事業 －7－



（3）安心・安全な暮らしのあるまちづくり…（ 主な事業費　138,158千円 ）

（単位　千円）

予算額 事　　業　　内　　容 課名･電話

1 防空壕対策事業 23,744

○戦時中に掘られた防空壕の崩落等による災害を防止するため、埋
め戻し工事等を行い、今後の防災対策を講じる。

・特殊地下壕対策事業(国庫補助1/2)
　実施地区（２地区）
　　寿地区
　　新生第２地区（平成１８年度から継続）
・緊急地下壕対策事業(単独)
　　新たに危険地下壕が発見された際の調査及び埋め戻し

自治防災
課
（3330）

2
地下壕緊急対策
促進事業

4,709

○市民の安全安心な暮らしの確保のため、鹿児島県が創設した鹿児
島県地下壕緊急対策促進事業補助金を活用し、防空壕の壕口の埋め
戻し工事及びブロックで入り口の封鎖を行うもの。

（事業内容）

・補助期間　　平成19年度～平成21年度
・補 助 率　　1／2
・対象壕数　　171箇所　295壕口
・実施計画　　今年度は鹿屋地区44箇所87壕口を予定

自治防災
課
（3330）

3 災害対策事業 10,307

○市内の各関係機関、団体との連絡、情報収集を通じて、地域防災
の推進及び災害に強い街づくりを目指す。

○地域防災の推進及び災害に強いまちづくりのために、旧市町区域
ごとにこれまで配備してきていた災害時の備蓄用品を計画的に補充
し、強化を図る。

・備蓄用品
　　おこわ
　　乾パン
　　粉ミルク
　　ポリ容器
　　タオルケット
・備蓄計画
　　Ｈ20年度から５ヵ年で１０，０００食の備蓄を行い、５年サイ
　　クルで食品については更新していく。

・鹿屋5,838千円、吾平1,505千円、輝北1,505千円、串良1,459千円

自治防災
課
（3330）

4
◎大隅コミュニ
ティＦＭ活用推
進事業

8,550

○大隅地域のＦＭ放送を活用し、緊急防災情報の提供により住民の
安心安全の確保と、地域情報の発信・交流による地域活性化を目指
す。

・鹿児島県（大隅地域振興局）、志布志市、垂水市、肝付町、鹿屋
市で構成する協議会を設立し、ＦＭの効果的な活用推進と管内全域
が受信可能となるアンテナ整備を推進する。

・アンテナ３基を横尾岳、吾平、輝北に設置する。

・整備費については県が1/2を負担。

自治防災
課
（3330）

事　業　名

※「◎」は新規事業 －8－



（単位　千円）

予算額 事　　業　　内　　容 課名･電話事　業　名

5
交通安全施設整
備事業

29,218

○交通安全対策特別交付金を活用した交通安全施設整備を行い、交
通事故防止に努める。
（鹿屋地区）
　・ガードレール設置（L=300m）　古園井手線外
　・区画線設置（L=6,000m）　　　東原線外
　・歩道整備（L=80m）　　　　　 朝日通線
（吾平地区）
　・修繕料（ロードミラー等修繕）
　・土木工事
　　中福良西目川路線（区画線設置）
　　寒水鏡原線外２線（防護柵設置）
　・原材料費（ロードミラー、反射材外）
（輝北地区）
　・ガードレール設置工事（市道影平・三原線外）
　・外側線設置工事（市道市成・歌丸線外）
　・ロードミラー原材料費　　　24基
　・ロードミラー支柱原材料費　24本
（串良地区）
　・交通安全施設修繕（ﾛ-ﾄﾞﾐﾗ-、ｶﾞｰﾄﾞﾚｰﾙ等）
　・区画線設置工事
　・工事材料費（ﾛｰﾄﾞﾐﾗｰ　2基）

道路建設
課
（3410）

吾平総合
支所建設
維持課
（5554）

輝北総合
支所建設
維持課
（2100）

串良総合
支所建設
維持課
（4600）

6 排水路整備事業 27,950

○未整備地区の排水路整備を行い、生活環境基盤の整備促進を図
り、地域の民生安定に資する。

①大津排水路（野里町）　　　　L=128m
②上浜田下浜田線（浜田町）　　L= 50m
③川東新線（新川町）　　　　　L= 40m
④寿東部雨水幹線（寿４丁目）　L=100m
⑤上谷雨水幹線（上谷町）　　　L= 50m

道路建設
課
（3410）

7
県単急傾斜地崩
壊対策事業

15,003

○急傾斜地の崩壊防止工事を行うことにより、災害の未然防止を図
り、地域住民の生命･財産を保護し、民生の安定、国土の保全を図
る。（県補助５０％）

（施工地区）
　・田渕２地区（大姶良町）
　　工事内容：待ち受け擁壁工　L=15m
　　　　　　　現場打ち法枠工　A=330㎡

道路建設
課
（3410）

8
◎消防自動車購
入経費

8,375

○旧輝北地域住民の安心・安全な暮らしを守るため、購入後２０年
を経過する輝北第２分団（下百引地区）の小型動力ポンプ付積載車
両を更新する。

（更新車両概要）
・小型動力ポンプ（Ｂ－２級全自動型）付積載車　１台
・納入時期　　平成２０年１２月

輝北総合
支所地域
振興課
（2201）

9
◎下小原排水機
場整備事業

10,302

○排水機場の整備により、安全対策の強化及び、適切な機能の発揮
を図ることを目的とする。
　
　・排水機除塵作業用施設設置　７６㎡

　・施設修繕（外部ネットフェンス修繕外）

串良総合
支所産業
振興課
（4400）

※「◎」は新規事業 －9－



（4）豊かな自然環境を次代に引きつぐまちづくり…（ 主な事業費　556,266千円 ）

（単位　千円）

予算額 事　　業　　内　　容 課名･電話

1
環境対策推進事
業

1,515

○豊かな自然を守り、育むため、環境監視員を配置し、肝属川周辺
を中心とした環境監視に取組むとともに、植樹祭を開催するなど環
境への意識高揚を図る。

・環境監視員・ウミガメ保護監視員による監視活動
・鹿児島大学硝酸性窒素除去共同研究委託事業
・ＥＭ団子による浄化対策
・植樹祭

環境政策
課
（3187）

2
◎鹿屋市環境基
本計画推進事業

3,361

○旧鹿屋市環境基本計画をベースとし、旧３町の特性も活かした
「新環境基本計画」を策定するとともに地域の地球温暖化対策を計
画の中に盛り込み、鹿屋市の地球温暖化防止の推進に努める。

・新鹿屋市環境基本計画作成業務委託（Ｈ２０年度～Ｈ２１年度）
　①環境基本計画
　②地球温暖化対策地域推進計画
　③行動計画

環境政策
課
（3187）

3
◎大隅中部火葬
場組合特別負担
金

57,298

○１市４町で構成する大隅中部火葬場組合の新施設起債償還に対す
る特別負担金

・平成20年４月供用開始
・起債予定額1,143百万円
・償還期間H20～H34
・負担割…基本割10％　人口割40％　利用者割50％

環境政策
課
（3187）

4
ごみ減量・リサ
イクル事業

74,314

○循環型社会の実現に向け、ごみ減量・リサイクルを推進するた
め、生ごみ自家処理やごみ分別ルール等の普及啓発対策及び強化を
図る。

・有料指定袋の作製
・家庭用生ごみ処理機器設置費補助
・出前講座等によるごみ分別指導及び啓発活動

生活環境
課
（3170）

5
不法投棄防止対
策事業 5,478

○山間部等への多発している廃棄物の不法投棄防止対策を実施す
る。

・不法投棄パトロール員等による巡回パトロールの実施
・不法投棄監視カメラによる監視
・不法投棄防止の啓発（広報かのや、警告看板設置等）

生活環境
課
（3170）

各総合支
所

6
ごみ収集委託事
業

143,621

○市内全域から排出される一般廃棄物の収集運搬業務を行うととも
に生ごみ減量対策を推進するため、生ごみ収集運搬業務を行う。

・ごみ収集委託業務
・生ごみ収集委託業務
　生ごみの拠点的取り組みとして市街地区域・集合住宅等の分別収
集処理を行う。
・生ごみ中間処理業務委託
　生ごみを資源物として堆肥化を行なう。

清掃セン
ター
（3040）

各総合支
所

事　業　名

※「◎」は新規事業 －10－



（単位　千円）

予算額 事　　業　　内　　容 課名･電話事　業　名

7
小型合併処理浄
化槽設置整備事
業

270,679

○生活排水（し尿及び雑排水）による水質汚濁を防止するため、下
水道との整合性を図りながら、小型合併浄化槽の計画的な整備を推
進する。
（補助基数）
 区分　  　補助単価   補助予定基数    補助予定額
 5人槽　　　332千円    　594基　 　　197,208千円
 7人槽　　　414千円　 　 124基　　　  51,336千円
10人槽　　　548千円　   　 8基     　　4,384千円
  計        　　　　　　 726基　　　 252,928千円

（単独浄化槽からの設置替上乗補助基数）
　補助単価　   補助予定基数     補助予定額
　100千円   　　　148基　　　　 14,800千円

下水道課
（3900）

※「◎」は新規事業 －11－



（5）快適な生活を支えるまちづくり…（ 主な事業費　596,086千円 ）

（単位　千円）

予算額 事　　業　　内　　容 課名･電話

1
県営道路整備事
業（負担金）

45,850

○地域幹線道路の交通の円滑化と地域経済の活性化を促進するた
め、県道の整備を図る。
（道路法第５２条第２項による県営事業に伴う地元負担金）

鹿屋串良インター線協定分（東原） （用地補償）
鹿屋環状線協定分（東原）　　 　　（用地補償）
鹿屋串良インター線（東原） （用地補償）
鹿屋環状線（東原）　　 　　（改良工事）
鹿屋吾平佐多線（古江）　　 （改良・舗装工事）
永吉高須線（上浜田）　  　 （改良工事）
高隈串良線（下高隈）　　　 （測量設計・用地補償）

道路建設
課
（3410）

2
国土交通省所管
補助事業

80,879

○地方道路整備臨時交付金を活用し、幹線道路である田崎寿線の改
良、拡幅等を行い交通の円滑化と事故防止に努めるとともに、市民
生活の安全を図る。
（全体計画）
　・事業年度　　平成18年度～平成24年度（7年間）
　・事業量　　　L=２１０ｍ　W=１８ｍ

（Ｈ20事業内容）
　田崎寿線4期　 用地購入　　（A=800㎡）
　　　　　　　　補償（建物）（２棟外）

道路建設
課
（3410）

3
主要幹線道路整
備事業

73,935

○幹線道路の改良、拡幅等を行うことにより交通の円滑化と事故の
防止に努めるとともに、市民生活の安全を図る。
（鹿屋地区）
①名貫川西線　　　（工事　　　　 L= 50m）
②上谷稲迫２号線　（工事・用地 　L=110m）
③西原郷之原号線　（工事　　　 　L=135m）
④新里高牧線　　　（工事・測量 　L=300m）
⑤飯隈樋渡線　　　（用地購入）

（串良地区）
①星ヶ丘・矢柄線（改良工事　L=90m、用地・補償、建物調査委託）
②下方限共心線（用地・補償、建物調査委託）

道路建設
課
（3410）

串良総合
支所建設
維持課
（4600）

4
防衛施設調整交
付金事業

61,400

○特定防衛施設周辺整備調整交付金事業を活用し、側溝の改修等を
行い、生活環境基盤の整備促進を図り、地域の民生安定に寄与す
る。

①寿光同寺線　　　　　（工事　 　　　L=140m）
②芝原下１号線　　　　（工事・用地　 L=130m）
③工業高校前田崎線　　（工事　 　　　L=415m）
④野里鹿屋原1号線　　 （工事　　　 　L= 84m）
⑤桜ヶ丘郷之原２号線　（工事　　　　 L=160m）

道路建設
課
（3410）

事　業　名

※「◎」は新規事業 －12－



（単位　千円）

予算額 事　　業　　内　　容 課名･電話事　業　名

5
道路橋りよう起
債関係事業

147,172

○幹線道路で利用度が高く不便をきたしている路線を拡幅改良し、
地域住民の利便性の向上及び安全確保と新市の一体性の早期実現を
図る。
（鹿屋地区）
　・新川田崎線　　　　改良工事　L=170m
　・南福山線　　　　　改良工事　L=180m
　・桜ヶ丘郷之原線　　用地補償、調査委託

（吾平地区）
　・鶯永野田基幹道路　　舗装工　A=900㎡　側溝工　L=180m
　・立元小存線　　　　　橋梁工　L=11m
　・坂元堀木田線　　　　舗装工　A=1,200㎡　側溝工　L=200m

（輝北地区）
　・前床・管理所線（L=150m）　　測量設計、用地・補償

道路建設
課
（3410）

吾平総合
支所建設
維持課
(5554)

輝北総合
支所建設
維持課
(2100)

6
準用河川等補修
事業

11,650

○未改修河川の整備（改修、修繕）を行うことにより、河川の氾濫
による災害を未然に防止し、治水の安全性の向上及び環境整備に資
する。

　①永目川改修（永小原町）
　②河原田川改修（下高隈町）

道路建設
課
（3410）

7 港湾改修事業 33,036

○鹿屋港の港湾施設の改修整備を行い、防災対策や漁業振興を図
る。（県営事業に対する地元負担金）

　・港湾改修事業
　　防波堤（沖）L=10m外

　・統合補助事業（延命化）
　　物揚場改良(－2m)　L=130m

　・県単港湾整備事業
　　臨港道路舗装　A=1,000㎡

道路建設
課
（3410）

8 街路事業負担金 22,000

○都市交通の混雑緩和を目的に、県施工による市街地の幹線道路の
改良を行い、車両交通の円滑化と歩行者の安全を図る。
（県営事業に対する地元負担金）

・吾平地区
　吾平山陵公園線外２線（用地補償、橋梁工事）

道路建設
課
（3410）

9
市営住宅火災報
知器設置事業

5,235

○平成16年６月の消防法改正に伴い、平成23年５月までに全ての住
宅に火災警報器設置が義務付けられたため、年次的に整備を行う。

（整備年度）　　　平成19年度～平成22年度
（対象団地戸数）　2,018戸
（平成20年度整備内容）
　22団地・417戸（部屋の数に応じ、1戸あたり2～3個設置）

建築住宅
課
（3420）

※「◎」は新規事業 －13－



（単位　千円）

予算額 事　　業　　内　　容 課名･電話事　業　名

10
桜ヶ丘市営住宅
建替事業

87,753

（全体計画）
　・事業年度　　平成19年度～平成25年度
　　　第１期工事　平成19年度～平成21年度（解体・建替）
　　　第２期工事　平成22年度～平成24年度（解体・建替）
　　　第３期工事　平成25年度（解体のみ）
　・全体事業費　　1,336,412千円
（平成20年度事業内容）
　第1期建替工事発注（工期　H20～H21年度、債務負担行為設定）

　　設計委託：建築工事監理委託、移転補償調査委託、建築工事

建築住宅
課
（3420）

11
◎新町住宅建替
事業

729

○国の高規格道路建設に伴い移転が必要な新町住宅（串良町細山
田）と、同地区で老朽化による建替え等の対策が必要となっている
細山田中西住宅を合築住宅として建替えを行う。

（全体計画）
　①事業年度　平成20年度～平成23年度（4年間）
　　・平成20年度　　　　建設候補地用地交渉、土地鑑定委託
　　・平成21年度　　　　基本・実施設計、地質調査、用地購入
　　・平成22年～23年度　建築工事等(鉄筋ｺﾝｸﾘｰﾄ4階建、24戸)

建築住宅
課
（3420）

12
都市公園等施設
整備事業

26,447

○公園整備を行い、地域住民の休憩、遊戯、運動、イベント等の場
を確保する。

①西部公園整備工事
　既設取合部及び遊具整備
②城山多目的広場（旧老人福祉ｾﾝﾀｰ跡地）整備工事
　（張芝、フェンス、トイレ、休憩所）

公園課
（3440）

※「◎」は新規事業 －14－



（6）活力ある産業が展開するまちづくり…（ 主な事業費　485,436千円 ）

（単位　千円）

予算額 事　　業　　内　　容 課名･電話

1
◎バイオマスタ
ウン構想策定事
業

5,225

○地域の豊富なバイオマス資源について、発生から利用まで効果的
プロセスで結ばれた総合的利活用システムの構築により、安定的か
つ適正なバイオマス利活用が行われる「バイオマスタウン」構想を
策定する。

　・バイオマスタウン構想策定委員会設置（１５名程度）
　・地域内バイオマス調査・・・バイオマス賦存量等の調査
　・バイオマス利用方法の検討・・収集・輸送・変換方法調査等
　・バイオマスタウン構想書作成

産業政策
課
（3290）

2
企業誘致推進事
業

4,732

○豊富な第一次産品を域内で確保できるという優位性・特性を生か
し、域内外からの食品加工製造業の集積や、ＩＴ関連産業などの企
業誘致を県や関係団体と一体となって推進し、地域経済の活性化と
雇用の場の創出を目指す。

　・企業誘致活動
　・企業誘致戦略プラン策定
　　　企業立地促進法に基づく基本計画（鹿児島県策定）をベース
　　として、本市において企業誘致活動を積極的に推進するため、
　　具体的な戦略プランを策定する。

産業政策
課
（3290）

3
地域産業活動支
援事業

32,149

○産業支援センターを拠点として関係機関と連携し、第一次産品を
生かした食品加工製造業を始めとする地場産業の起業及び事業・販
路拡大などへの支援や農工商の異業種交流・情報交換の場づくりな
ど、第一次産業を基軸とした内発型産業の構築に向けた取組みを促
進し、地域産業の振興を図る。

　・専門相談員及びビジネスマネージャーの活動
　・各種セミナーの開催
　・工場等立地促進補助金

産業政策
課
（3290）

4
◎誘致企業ブ
ロードバンド整
備支援事業

8,408

○吾平地区の工業用地においては、高速インターネットサービスを
利用できない地域があるため、本市光ケーブルを活用して公衆用高
速インターネットを整備し、円滑な事業活動を図れるよう支援す
る。

（主な内容）
　・光ケーブル敷設工事
　・通信機器設置委託料

産業政策
課
（3290）

5
◎茶業生産振興
対策事業

7,500

○鹿児島茶の生産性と品質の向上を図ると共に地域の茶業振興と産
地づくりを促進するため、県茶業振興大会を開催し、県及び地域茶
業の発展に資する。

　・鹿児島県茶業振興大会鹿屋大会開催地負担金
農政課
（3202）

事　業　名

※「◎」は新規事業 －15－



（単位　千円）

予算額 事　　業　　内　　容 課名･電話事　業　名

6
◎未整備森林緊
急公的整備モデ
ル事業

3,824

○市有林の除間伐等が遅れている森林を早急に整備し、水源涵養、
地球温暖化防止等、森林の多面的機能を有する整備を行い、民有林
の模範となる森林を整備する。

　事業内容：市有林内の１５年生～３５年生（スギ・ヒノキ）の
　　　　　　除間伐施業
　実施場所：市有林20ha（鹿屋15.0ha 串良2.00ha 吾平3.00ha）

林務水産
課
（3220）

7
◎カサゴ稚魚放
流及び漁場造成
事業

550

○漁協の実施しているカサゴ稚魚放流事業に支援を行うことによ
り、水産資源の確保と漁獲の維持を図る。

　・カサゴ稚魚放流　１０，０００尾

○イカ等の産卵として、イカ柴礁を投入し、産卵場所の拡大と漁礁
の造成を図ることにより、漁獲高の増大により、漁家の所得向上を
図る。

　・投入場所：高須地区、浜田地区、天神地区

林務水産
課
（3220）

8
畜産担い手育成
総合整備事業

55,860

○飼料基盤の開発整備、農業用施設の整備等を行うとともに周辺農
家との有機的な結合をもとに、畜産農家の核となる経営体を創出す
ることにより、畜産主産地の形成を促進する。

　　受益者　：市（鳴之尾牧場）外２牧場
　　整備内容：草地造成・家畜排泄物処理設備・畜舎
　　　　　　　・農機具等の購入他

畜産課
（3215）

9
県営土地改良事
業

270,452

○県が事業主体である県営土地改良事業の円滑な推進を図るととも
に、県営土地改良事業の事業費の一部負担を行う。

　・事業実施地区数
　　　　計１７地区（鹿屋地区７、吾平地区２、輝北地区２、
　　　　　　　　　　串良地区６）

農地整備
課
（3230）

10
地場産業振興支
援事業

24,967

○技術革新の進展及び需要構造の変化等に対応できる「地場産品」
等の振興や、内発型産業の育成を図るための助成及び中小企業資金
利子補給を行う。

　・新製品開発及び需要開拓補助金
　　　新製品開発　1,000千円×２件
　　　需要開拓　　　500千円×２件

　・中小企業資金利子補給金
　　　・融資実行日から３年間、返済金利の１％に相当する額
　　　　（上限３０万円）
　　　・平成２０年度融資実行予定　１８５件

商工観光
課
（3240）

※「◎」は新規事業 －16－



（単位　千円）

予算額 事　　業　　内　　容 課名･電話事　業　名

11
ばらを活かした
まちづくり推進
事業

33,498

○「かのやばら園」の「２０万人誘客(H22年度)創造プロジェクト」
の実現に向け、キャンペーン活動やばら祭り等を実施し、「ばらの
まちかのや」のブランド化を図る。

　・「ばらのまちかのや」イメージ戦略や効果的なＰＲ活動の展開
　・地域住民と一体となった市民協働プロジェクトの推進
　・ばらのまち創造プロジェクトの推進

○来園者の利便性向上を図るため、「かのやばら園」の整備を行
う。
　
　・ローズトレインの運行（６人乗り・２両編成）
　・観賞コース誘導サイン設置　49箇所
　・ばら名札設置　28箇所

商工観光
課
（3240）

公園課
 (3440)

12
県単独農業農村
整備事業

5,200

○農業生産の向上且つ農村地域の活性化を図ることを目的として計
画的に農道改良及び土地改良施設の整備を行う。

　・立元地区農道改良工事　L=180ｍ、W=4ｍ

　・事業年度　Ｈ１９～Ｈ２０
　　　　Ｈ19内容　測量設計
　　　　Ｈ20内容　本体工事、用地取得等

吾平総合
支所産業
振興課
（5431）

13
緑資源機構造林
事業

33,071

○緑資源機構（当時：森林開発公団）と分収造林契約を行ない、造
林者である市が成林状況報告を行い成育に合わせて保育事業を計画
し、実施する。

　・契約団地　１０団地

　・整備対象面積　３８７．１１ｈａ

　・事業内容　間伐及び作業道整備

輝北総合
支所産業
振興課
（2600）

※「◎」は新規事業 －17－



（7）共生・協働で進めるまちづくり…（ 主な事業費　35,337千円 ）

（単位　千円）

予算額 事　　業　　内　　容 課名･電話

1
◎自治体ＥＡ導
入事業

6,284

○行革を推進し、高度化・多様化する住民ニーズに応えるため
　に、ＩＴを活用して全庁的に業務・システム・組織の見直し
　を行い効率的、効果的に行政改革を推進する。

（主な内容）
・自治体ＥＡ支援業務の委託
・職員作業グループによる業務分析
・総合窓口化、電子決裁の導入検討
・業務、システム刷新化の方向性策定

情報行政
課
（3530）

2
◎地域ブランド
創出プラン策定
事業

8,053

○厳しい時代にあって、地域経済を活性化し、自立した都市を形
　成することを目的に、鹿屋市の個性・価値を明確化するととも
　に、地域の産品や商品の付加価値を含め、鹿屋そのものをブラ
　ンド化し、内外に情報発信していくための取り組み等を戦略プ
　ランとして策定する。

（内容)
・市場調査等の基礎調査の実施、分析等による鹿屋の個性、特性
　等の明確化
・鹿屋ブランド（キャッチフレーズ等）の構築
・情報発信等の具体的取り組みの構築

企画調整
課
（3341）

3
◎公会計改革推
進事業

7,507

○地方公共団体財政健全化法に基づく健全化判断比率が平成１９
　年度決算分から本年、秋に公表される予定になっていることか
　ら、２ヵ年の債務負担により市民が容易に市の財務状況を把握
　できるように財産整理と合わせて財務諸表の作成を委託する。

（業務委託内容）
　公有地評価業務
　・売却可能資産の洗い出し
　・土地、建物の評価など
　連結財務諸表作成支援業務
　・連結バランスシートをはじめとする４諸表の作成に必要な
　　データ移行等によるシステム構築

財政課
（3350）

4
男女共同参画推
進事業

4,448

○「かのや男女共同参画プラン」に基づき、各課関係部門と総合
調整を図りながら、男女共同参画社会の推進を図る。

・男女共同参画推進に関する事業
・｢かのや男女共同参画プラン」の見直し
（H21から10年間の計画策定）

市民活動
推進課
（3594）

事　業　名

※「◎」は新規事業 －18－



（単位　千円）

予算額 事　　業　　内　　容 課名･電話事　業　名

5
◎市民活動支援
事業

8,295

○地域の町内会・ボランティア団体・ＮＰＯ等の様々な活動を支
援し、市及び市民がともに協力し支え合う、共生・協働による活
力ある地域社会づくりを推進する。

（1）啓発事業
　　① 共生・協働推進シンポジウムの開催
　　② 地域リーダー育成研修事業
（2）支援事業
　　① 市民活動支援事業（提案公募型委託事業）
　　　・チャレンジボランティア事業
　　　・協働パイロット事業
　　② ボランティア保険加入経費
（3）庁内体制の整備
　　① 共生・協働推進検討委員会の設置
　　② 協働推進員の配置
（4）推進体制の整備
　　① 協働まちづくり推進委員会
　　② 市民活動支援事業選定委員会

市民活動
推進課
（3594）

6
共生・協働むら
づくり支援事業

750

○共生・協働のむらづくり活動を支援し、新たなコミュニティづ
くりの推進による農村集落の活性化を図る。

　・事業主体：柳谷町内会
　・事業内容：空家補修、交流イベント、リーダー養成塾等

串良総合
支所産業
振興課
（4400）

※「◎」は新規事業 －19－





　企画財政部 （単位　千円）

予算額 事　　業　　内　　容 課名･電話

5
公会計改革推進
事業
（再掲）

7,507

○地方公共団体財政健全化法に基づく健全化判断比率が平成１９年
　度決算分から本年、秋に公表される予定になっていることから、
　２ヵ年の債務負担により、市民が容易に市の財務状況を把握でき
　るように財産整理と合わせて財務諸表作成を委託する。

（業務委託内容）
　公有地評価業務
　・売却可能資産の洗い出し
　・土地、建物の評価など
　連結財務諸表作成支援業務
　・連結バランスシートをはじめとする４諸表の作成に必要な
    データ移行等によるシステム構築

財政課
（3350）

6
地方公営企業等
金融機構出資金 5,600

○国の特殊法人から地方公共団体が共同で設立し、主体的に運営す
　る新機構に移行するための資金調達として出資する。

・出資金総額　　　　　１６６億円
　（内　訳）　都道府県　６４億円
　　　　　　 　　市　   ９１億円
　　          町 　 村　１１億円

・本市の出資金額　５，６００千円

財政課
（3350）

　市民環境部 （単位　千円）

予算額 事　　業　　内　　容 課名･電話

7
鹿屋市環境基本
計画推進事業
（再掲）

3,361

○旧鹿屋市環境基本計画をベースとし、旧３町の特性も活かした
「新環境基本計画」を策定するとともに地域の地球温暖化対策を計
画の中に盛り込み、鹿屋市の地球温暖化防止の推進に努める。

・新鹿屋市環境基本計画作成業務委託（Ｈ２０年度～Ｈ２１年度）
　①環境基本計画
　②地球温暖化対策地域推進計画
　③行動計画

環境政策
課
（3187）

8
大隅中部火葬場
組合特別負担金
（再掲）

57,298

○１市４町で構成する大隅中部火葬場組合の新施設起債償還に対す
る特別負担金

・平成20年４月供用開始
・起債予定額1,143百万円
・償還期間H20～H34
・負担割…基本割10％　人口割40％　利用者割50％

環境政策
課
（3187）

事　業　名

事　業　名

－21－



　市民環境部 （単位　千円）

予算額 事　　業　　内　　容 課名･電話

9
市民活動支援事
業
（再掲）

8,295

○地域の町内会・ボランティア団体・ＮＰＯ等の様々な活動を支援
し、市及び市民がともに協力し支え合う、共生・協働による活力あ
る地域社会づくりを推進する。

（1）啓発事業
　　① 共生・協働推進シンポジウムの開催
　　② 地域リーダー育成研修事業
（2）支援事業
　　① 市民活動支援事業（提案公募型委託事業）
　　　・チャレンジボランティア事業
　　　・協働パイロット事業
　　② ボランティア保険加入経費
（3）庁内体制の整備
　　① 共生・協働推進検討委員会の設置
　　② 協働推進員の配置
（4）推進体制の整備
　　① 協働まちづくり推進委員会
　　② 市民活動支援事業選定委員会

市民活動
推進課
（3594）

　保健福祉部 （単位　千円）

予算額 事　　業　　内　　容 課名･電話

10
中国残留邦人支
援事業
（再掲）

1,949

○中国残留邦人等の置かれている特別な事情に鑑み、老後の生活の
安定、地域でのいきいきとした暮らしを実現するための支援を行
う。

　①支援・相談員の配置
　②生活支援給付

福祉政策
課
（3131）

11
保育対策等促進
事業
（再掲）

23,743

○安心して子育てができるような環境整備を総合的に推進するた
め、一時保育、休日保育等を実施することにより、児童の福祉の向
上を図る。
　
　（開始年度）　平成２年度～
　（内　　容）　①一時保育促進事業（7園）
　　　　　　　　②病児・病後児保育事業（1ヶ所）
　　　　　　　　③休日保育事業（1園）
　　　　　　　　④保育所分園推進事業（4園）
　（負担割合）　県2／3（国1／3）市1／3

　※保育所分園の増（3園→4園）
　　設置予定：こばと保育園（分園）
　　定　　員：２９名

子育て支
援課
（3120）

12

障害者自立支援
法利用者負担軽
減事業
（再掲）

1,450

○障害者自立支援法の施行に伴う費用負担の改正（上限付き原則１
割負担）において、保護者の負担増に伴う児童のサービス利用が抑
制されないよう軽減措置を実施し、障害児に対する適切な療育等の
確保を図る。

（対象）児童デイサービス

高齢障害
福祉課
（3180）

事　業　名

事　業　名
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　保健福祉部 （単位　千円）

予算額 事　　業　　内　　容 課名･電話

13
障害者自立支援
総合対策事業
（再掲）

5,582

○障害者自立支援法の施行に伴う、障害者の生活の急激な環境変化
への対応。

（１）オストメイト対応トイレ整備
　　・輝北支所前駐車場（外６ヶ所予定）
（２）視覚障害者等情報支援情報・意思疎通支援用具
　　①活字文書読上げ装置　②拡大読書器等の整備

高齢障害
福祉課
（3180）

14

難病患者等及び
小児慢性特定疾
患児居宅生活支
援事業
（再掲）

295

○地域における在宅難病患者等の日常生活の支援を行うことによ
り、難病患者等の自立と社会参加を促進する。

　①難病患者等居宅生活支援事業（県3/4 市1/4）
　・ホームヘルプサービス事業
　・短期入所事業
　・日常生活用具給付事業
　②小児慢性特定疾患児日常生活用具給付事業（県1/2 市1/2）
　・日常生活用具給付事業

高齢障害
福祉課
（3180）

15

ねんりんピック
かごしま大会経
費
（再掲）

8,099

○「第21回全国健康福祉祭かごしま大会(ねんりんピック鹿児島
2008)」の開催に要する経費

（期日）平成20年10月25日(土)～28日(火)
（主催）厚生労働省、鹿児島県、(財)長寿社会開発センター
（内容）25種目の競技を県内10市3町で開催
　　　　鹿屋市：グラウンドゴルフ交流大会の開催地
（会場）かのやグラウンドゴルフ場
（参加数）全国都道府県、政令指定都市の代表約420名

高齢障害
福祉課
（3180）

16
妊産婦乳幼児健
康診査事業
（再掲）

61,414

○妊婦健康診査の公費負担による実施回数の増
　（公費負担　H19：２回→H20：５回）

　※平成20年4月1日時点で妊娠中の方も対象 健康増進
課
（3060）

17
予防接種事業
（再掲）

28,289

○国の麻しん排除計画を受けて、平成20年度～平成24年度の５ヶ年
間、中学１年生と高校３年生を新たな対象者として、麻しんの予防
接種を実施する。

（対象予定）中学校1年生：1,156名
　　　　　　高校3年生　：1,214名

健康増進
課
（3060）

事　業　名

－23－



　保健福祉部 （単位　千円）

予算額 事　　業　　内　　容 課名･電話

18
温泉保養助成事
業
（再掲）

19,483

○これまで国民健康保険の65歳以上の被保険者のみを対象としてい
た温泉保養券の助成を、平成20年度から65歳以上の全市民を対象と
して実施する。

（対象者）65歳以上の市民
　　　　　1人あたり年間30枚交付（1回100円）

　※H19まで
（対象者）65歳以上の国保被保険者
　　　　　1人あたり年間30枚交付（1回200円）

国保介護
課
（3197）

　産業振興部 （単位　千円）

予算額 事　　業　　内　　容 課名･電話

19
バイオマスタウ
ン構想策定事業
（再掲）

5,225

○地域の豊富なバイオマス資源について、発生から利用まで効果的
プロセスで結ばれた総合的利活用システムの構築により、安定的か
つ適正なバイオマス利活用が行われる「バイオマスタウン」構想を
策定する。

・バイオマスタウン構想策定委員会設置（１５名程度）
・地域内バイオマス調査・・・バイオマス賦存量等の調査
・バイオマス利用方法の検討・・収集・輸送・変換方法調査等
・バイオマスタウン構想書作成

産業政策
課
（3290）

20

誘致企業ブロー
ドバンド整備支
援事業
（再掲）

8,408

○吾平地区の工業用地においては、高速インターネットサービスを
利用できない地域があるため、本市光ケーブルを活用して公衆用高
速インターネットを整備し、円滑な事業活動を図れるよう支援す
る。

（主な内容）
・光ケーブル敷設工事
・通信機器設置委託料

産業政策
課
（3290）

21
茶業生産振興対
策事業
（再掲）

7,500

○鹿児島茶の生産性と品質の向上を図ると共に地域の茶業振興と産
地づくりを促進するため、県茶業振興大会を開催し、県及び地域茶
業の発展に資する。

・鹿児島県茶業振興大会鹿屋大会開催地負担金

農政課
（3202）

22

未整備森林緊急
公的整備モデル
事業
（再掲）

3,824

○市有林の除間伐等が遅れている森林を早急に整備し、水源涵養、
地球温暖化防止等、森林の多面的機能を有する整備を行い、民有林
の模範となる森林を整備する。

　事業内容：市有林内の１５年生～３５年生（スギ・ヒノキ）の
　　　　　　除間伐施業
　実施場所：市有林20ha（鹿屋15.0ha 串良2.00ha 吾平3.00ha）

林務水産
課
（3220）

事　業　名

事　業　名
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　産業振興部 （単位　千円）

予算額 事　　業　　内　　容 課名･電話

23

カサゴ稚魚放流
及び漁場造成事
業
（再掲）

550

○漁協の実施しているカサゴ稚魚放流事業に支援を行うことによ
り、水産資源の確保と漁獲の維持を図る。

・カサゴ稚魚放流　１０，０００尾

○イカ等の産卵として、イカ柴礁を投入し、産卵場所の拡大と漁礁
の造成を図ることにより、漁獲高の増大により、漁家の所得向上を
図る。

・投入場所：高須地区、浜田地区、天神地区

林務水産
課
（3220）

　建設部 （単位　千円）

予算額 事　　業　　内　　容 課名･電話

24
新町住宅建替事
業
（再掲）

729

○国の高規格道路建設に伴い移転が必要な新町住宅（串良町細山
田）と、同地区で老朽化による建替え等の対策が必要となっている
細山田中西住宅を合築住宅として建替えを行う。

（全体計画）
　①事業年度　平成20年度～平成23年度（4年間）
　　・平成20年度　　　　建設候補地用地交渉、土地鑑定委託
　　・平成21年度　　　　基本・実施設計、地質調査、用地購入
　　・平成22年～23年度　建築工事等(鉄筋ｺﾝｸﾘｰﾄ4階建、24戸)

建築住宅
課

　輝北総合支所 （単位　千円）

予算額 事　　業　　内　　容 課名･電話

25
消防自動車購入
経費
（再掲）

8,375

○旧輝北地域住民の安心・安全な暮らしを守るため、購入後２０年
　を経過する輝北第２分団（下百引地区）の小型動力ポンプ付積載
　車両を更新する。

（更新車両概要）
・小型動力ポンプ（Ｂ－２級全自動型）付積載車　１台
・納入時期　　平成２０年１２月

輝北総合
支所地域
振興課
（2201）

　串良総合支所 （単位　千円）

予算額 事　　業　　内　　容 課名･電話

26
下小原排水機場
整備事業
（再掲）

10,302

○排水機場の整備により、安全対策の強化及び、適切な機能の発
揮を図ることを目的とする。
　
・排水機除塵作業用施設設置　７６㎡

・施設修繕（外部ネットフェンス修繕外）

串良総合
支所産業
振興課
（4400）

事　業　名

事　業　名

事　業　名

事　業　名
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　教育委員会 （単位　千円）

予算額 事　　業　　内　　容 課名･電話

27

小・中・高等学
校施設耐震化促
進事業
（再掲）

57,068

○学校施設は、児童生徒が１日の大半を過ごす学習・生活の場であ
り、地震発生時において、児童生徒の安全確保や地域住民の緊急避
難場所としての役割を果たすことから、校舎等施設の耐震性能の向
上を図り、児童生徒の安心安全な教育環境の整備を図るもので、昭
和５６年以前の耐震性の無い建物を、緊急性の高い建物から、下記
の手順で実施する。

【小学校】
・１年目：耐震診断、耐震設計（鶴羽小）
・２年目：実施設計、耐震補強計画
・３年目：耐震改修工事(耐震補強工事と経年劣化した箇所の軽微
　　　　　な改造工事を行う。)
・20年度の耐震診断（11校12棟）
　　笠野原小2棟、寿小1棟、西原小1棟、西原台小1棟、野里小1棟、
　　東原小1棟、祓川小1棟、大黒小1棟、神野小1棟、上小原小1棟、
　　田崎小1棟
【中学校】
・１年目：耐震診断、耐震補強工事設計
・２年目：実施設計、耐震補強計画
・３年目：耐震改修工事(耐震補強工事と経年劣化した箇所の軽微
　　　　　な改造工事を行う。)
・20年度計画
　　耐震診断：鹿屋中３棟　　　補強工事：花岡中学校
【高等学校】
・全体計画：平成20年度～平成23年度
・２０年度：体育館耐震診断
・２１年度：体育館実施設計、１～２号棟校舎耐震診断
・２２年度：体育館耐震補強工事、１～２号棟校舎実施設計
・２３年度：１～２号棟校舎耐震補強工事

教育総務
課
（3621）

28

「心の架け橋プ
ロジェクト」事
業
（再掲）

9,983

○いじめや不登校等の問題行動の対応にあたって、学校の教育相談
体制の充実を図るとともに、不登校等何らかの理由で学校に行けな
い児童生徒に対して、保護者や学校、関係機関等と連携して学校復
帰に向けた支援や指導の充実を図る。

・架け橋１：県委託事業の「スクールカウンセラー配置事業」
・架け橋２：市単独事業の「不登校児童生徒支援事業」「心の教室
　　　　　　相談員配置事業」を統合し、「適応指導教室」の実施
　　　　　　や相談員派遣を行う。相談員やスクールカウンセラー
　　　　　　等を有効に派遣・活用することにより効

学校教育
課
（3630）

29

小・中学校学校
力向上プログラ
ム推進事業
（再掲）

3,280

○国際化・情報化等社会の進展の中で、児童・生徒の確かな学力を
中核とした「生きる力」を身につけさせるために、鹿屋市小・中学
校経営研究会に対して実施する補助事業である。

・小学校経営研究会事業補助：２，１０８千円
・中学校経営研究会事業補助：　　９５２千円
・山村留学等促進事業補助金：　　２２０千円

学校教育
課
（3630）

事　業　名
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　教育委員会 （単位　千円）

予算額 事　　業　　内　　容 課名･電話

30
特別支援教育推
進事業
（再掲）

27,722

○市内の小・中学校に在籍する、特別な支援を必要とする児童生徒
への支援の充実を図るため、特別支援教育支援員を配置するもの。

・特別支援教育支援員：１５名
・配置予定校：１５校

保健体育
課
（3660）

31
国際武道シンポ
ジウム支援事業
（再掲）

700

○鹿屋体育大学の「国際武道シンポジウム」開催に向けた実行委員
会に参画し、伝統文化である武道の精神の重要性を再認識するとと
もに、海外の武道における礼法指導と日本の礼法教育とを比較し、
スポーツ振興と競技力の向上を図る。

・開催予定日：平成２０年１２月７日（日）
・総体事業費：１１，８２０千円(うち鹿屋市負担金：７００千円)
・基調講演　：山下泰裕氏「柔道ルネッサンス運動と礼法」

市民ス
ポーツ課
（3640）

32
県指定文化財保
護事業
（再掲）

830

○鹿屋市西祓川町で出土の県指定文化財「短甲・衝角付冑」の保存
処理を行い、市民の共通財産である貴重な文化財を次代に保存伝承
する。昭和３０年代に石膏等で修復を行っているが、現在石膏が剥
げ傷んでいるため、修復を３ヵ年かけて実施するもの。

・鹿児島県指定文化財保護事業費補助金
　（補助率：県５０％）
・事業期間：平成２０年度～平成２２年度

文化課
（3603）

事　業　名
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